






































































1999年の第 87回 ILO総会に提出されたファン・ソマビア（Juan O. Somavia）事務局長の報告におい
て初めて用いられた（Report of the Director-General “Decent Work - International Labour Conference 
87th Session 1999” （ILO））。その後，2008年の第 97回 ILO総会において採択された「公正なグロー
































































































の全国 87校をピークに漸次減少し続け，2015年 4月現在では全国 8都府県 25市区で，延べ 31校と
なっている（表 1参照）。総在籍者数は，1,849 名で，そのうち外国籍 1,498 名に上り，全体では 81％
を占めている。現在は，夜間中学の在籍者は義務教育未修了・非修了のまま学齢を超過した者で，若
表 1　 中学校夜間学級等に関する実態調査の結果（概要）設置都道府県別学校数・生徒数 
（http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/yakan/index.htm 参照日 2015年 10月 7日）
都府県名 千葉 東京 神奈川 京都 大阪 兵庫 奈良 広島 合計
学校数
（※ 1）
1 8 2 1 11 3 3 2 31
（3.2％） （25.8％） （6.5％） （3.2％） （35.5％） （9.7％） （9.7％） （6.5％） （A）
生徒数
（※ 2）
31 393 36 42 1,021 116 166 44 1,849
（1.7％） （21.3％） （1.9％） （2.3％） （55.2％） （6.3％） （9.0） （2.4） （B）























































































































容者（受刑者分類規定による F指標受刑者 2001年 3月 22日，法務大臣訓令）のための日本語教育
プログラムの開発に強い関心を寄せてきた（宮崎　2014）。F指標受刑者とは，日本人と風俗習慣を
著しく異にすることにより処遇上特別の配慮を要する外国人被収容者と定義づけられているが，2013
































　 国　　名 外国人被収容者の割合 刑務所人口（全被収容者数）
1 モナコ 89.7％ （2013年 9月 1日現在） 23 （2014年 9月現在）
2 スイス 73.0％ （2014年 9月 3日現在） 6,923 （2014年 9月 3日現在）
3 ルクセンブルグ 72.3％（2014年 9月 1日現在） 631 （2015年 1月 1日現 ）
4 ギリシャ 60.4％ （2013年 9月 1日現在） 11,988 （2014年 11月現在）
5 リヒテンシュタイン 55.6％（2013年 9月 1日現在） 7 （2014年 1月 1日現在）
6 キプロス 53.2％ （2013年 9月 1日現在） 811 （2013年 9月 1日現在）
7 オーストリア 50.9％ （2014年 11月 1日現在） 8,241 （2014年 1月 1日現在）
8 ベルギー 42.9％ （2013年 9月 1日現在） 11,769 （2014年 3月 1日現在）
9 マルタ 40.2％ （2014年 8月現在） 582 （2015年 1月 31日現在）
10 ノルウェー 35.2％ （2015年 5月 13日現在） 3,710 （2015年 5月 13日現在）
11 イタリア 33.0％ （2015年 8月 31日現在） 52,389 （2015年 8月 31日現在）
12 スウェーデン 30.7％ （2014年 10月 1日現在） 5,779 （2014年 10月 1日現在）
13 スペイン 29.1％ （2015年 7月現在） 64,271 （2015年 8月 28日現在）
14 デンマーク 27.9％ （2015年 5月 1日現在現在） 3,481 （2015年 5月 1日現在）
15 ドイツ 27.1％ （2011年 3月 31日現在） 63,628 （2015年 3月 31日現在）
16 オランダ 23.2％ （2013年 9月 30日現在） 12,638 （2013年 9月 30日現在）
17 フランス 21.7％ （2014年 4月 1日現在） 66,864 （2015年 7月 1日現在）
18 ポルトガル 17.3％ （2015年 9月 15日現在） 14,269 （2015年 9月 15日現在）
19 アイスランド 15.8％ （2013年 9月 1日現在） 147 （2014年 1月 1日現在）
20 フィンランド 15.3％ （2015年 5月 16日現在） 3,105 （2015年 5月 16日現在）
21 アイルランド 13.5％ （2015年 1月 31日現在） 3,680 （2015年 9月 25日現在）
22 イギリス（イングランド・ウェールズ） 12.8％ （2015年 3月 31日現在） 85,892 （2015年 9月 25日現在）
表 3　アジア地域の各国における刑事施設の全被収容者に占める外国人被収容者の割合
10
　 国　　名 外国人被収容者の割合 刑務所人口（全被収容者数）
1 アラブ首長国連邦 92.2％ （2006年現在） 11,193 （2006年現在）
2 カタール 73.3％ （2008年 12月 31日現在） 1,150 （2013年現在）
3 サウジアラビア 72.0％ （2009年 1月現在） 47,000 （2013年 4月現在）
4 マカオ 64.4％ （2014年 6月 30日現在） 1,223 （2015年 4月 30日現在）
5 イスラエル 52.0％ （2008年 12月 31日現在） 18,658 （2013年 12月 31日現在）
6 マレーシア 34,7％ （2014年中頃現在） 49,200 （2015年 5月現在）
7 香港 27.4％ （2014年中頃現在） 8,284 （2015年 6月 30日現在）
8 シンガポール 11.3％ （2014年中頃現在） 12,596 （2014年 12月 31日現在）














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































。加えて，文化庁 の『地域における日本語教育の実施体制について 中間まとめ概要②－論点 7



































 5 帰国 ･外国人児童生徒等に対する文部科学省の施策について平成 27年度「文化庁日本語教育大会」平成 27
年 8月 28日（金）文部科学省初等中等教育局 国際教育課主任学校教育官 齋藤 潔氏のパワーポイント資料よ
り引用
 6 実施対象．看護師候補者受入れ施設：72施設　看護師候補者：201名，実施期間：2014年 4月 24日から 11
月 28日
 7 ベトナムは，平成 26年度から EPAを開始したため，この結果には，反映されていない
 8 実施対象　介護福祉士候補者受入れ施設：60施設 介護福祉士候補者：465名，実施期間　2014年 4月 15日～
12月 19日
 9 出典　International Center for Prison Studiesを参考に筆者作成
 10 出典　International Center for Prison Studiesを参考に筆者作成
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